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論　文　の　内　容　の　要　旨

　本論文は，1980年代後半以降の日本への人の国際移動について，入国管理政策とその政策対象に焦点を

あて，その変容とそれを引き起こす要因を分析したものである。国境を越える人の移動が急増し国民国家の

土台を揺さぶっているとされる一方で，国家は国境を管理する専管権限の有効性を失っていないとし，入国

管理政策が制御装置としていかなる機能を果たしたかを検証している。

　第 1章では，まず国境を越える人の移動と領域主権国家の制度的関係の成立，および人の国際移動が引き

起こしている現代の諸問題（政治的反動，安全保障，難民など）を検討している。さらに人の国際移動につ

いての研究の概観や，国籍や市民権などメンバーシップをめぐる議論の解題を行い，政治学的視座からの国

境を越える人の移動に関する研究の蓄積が，社会学や経済学からのアプローチによる研究に比して多くない

現実とその理由を説明し，人の国際移動の政治的含意を内包する入国管理政策についての研究の意義を提示

している。

　第 2章では，日本への人の国際移動に関する先行研究の検討を行っている。日本の事例に関する研究は膨

大な蓄積があるが，特殊論，規範論，帰結偏重という問題点があることを指摘している。そのうえで，先行

研究と本研究の相違を明確にし，研究の分析枠組みを明示している。さらに，明治期から 1980年代後半ま

での日本の入国管理体制の変遷を概観し，本論文で主として扱う 1980年代後半以降の前奏として提示して

いる。さらに，日本への人の国際移動の現実を統計的に示し，個別の分析に入る前に全体像が把握できるよ

うにしている。

　第 3章から第 8章では，本研究の中核部分とも言える現代日本の入国管理政策の分析を行っている。入国

管理政策の根幹をなす在留資格制度と越境者の活動実態の関係に注目した分類に基づき，それぞれについて

各章で分析している。第 3章では研修生・技能実習生，第 4章では日系人労働者，第 5章では知識労働者，

第 6章では留学生・就学生，第 7章では難民，そして第 8章ではこれらのカテゴリーに入らない人々，つま

り不法問題を扱っている。分析手法は，第 3章から第 8章まで一貫性をもたせており，各章第 1節では入国

および滞在に関する概況の呈示，受入国である日本の経済要因や主要送出国の問題や国際情勢の変化の検討，

第 2節において入国管理政策の展開を追い，政治化の過程と政策の影響を分析，第 3節で分析結果を整理し
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ている。

　第 9章では，第 3章から第 8章まで個々に分析された対象について，通時的かつ共時的に横断的考察が試

みられている。入国管理政策が，複数の利害関心が相互に作用し形成される緩衝・制御装置であること，入

国管理政策の変遷は政治的意識の変化としてとらえられることが論じられている。

　これらの研究の結果，著者は，入国管理政策を，「誰を，どこから，どの水準で，いかなる条件で入国，在留，

就労を認めるのか」を決定する政治的判断，それを反映する法制度化，その運用の不断のプロセスであると

し，人の国際移動は，それが促進されるのであれ，抑制されるのであれ，こうした政治的価値の対象となら

ざるを得ないとしている。一国の入国管理は，もはや機械的な行政手続きでは済まされず，環境の変化に応

じた戦略的対応が要請されるが，国境の希薄化と国境の顕在化を同時に経験している現在の日本こそそのよ

うな政治的条件を十分に整えることが重要だと示唆している。

審　査　の　結　果　の　要　旨

　国境を越える人の移動は世界的に拡大，加速化しており，移民や外国人労働者に関する研究には多くの蓄

積がある。本論文が対象とする日本への外国人の流入についても，多くの研究がされている。そのようなな

かで本研究の位置づけをするならば，国境の希薄化と国境の顕在化をともに射程にいれていること，日本を

事例にすることで陥りがちな日本的特殊論を客観的分析手法で克服していること，入国管理政策に焦点をあ

てそれを独立変数と従属変数の 2つの観点から捉え実態的検証をしていること，入国管理政策における政治

化の過程を析出していることにより，独自性がある体系的な研究であると言えよう。

　本研究は，日本の入国管理政策に焦点をあて，その展開を規定する政治力学と日本への外国人の流入に対

する制御機能を分析している。入国管理政策が制御しようとする対象は，様々な目的をもった越境者である。

越境の動機は，千差万別であるが，多様な活動目的を分類しているのが，在留資格制度である。在留資格に

より個々の外国人に対して滞在中の身分や地位，活動内容を定めており，日本に入国，滞在を希望する外国

人は，いずれかの在留資格に該当しなければ，日本への正規の上陸は認められない。本研究は，現在 27の

在留資格を，就労が認められている外国人，就労は認められていないが実態としては就労状態にある外国人，

外国人ではあるが日系である労働者，文教政策の領域にある留学生といったように，日本に滞在する外国人

の属性および活動実態に基づき分類し，一貫した分析枠組みで検証している。1つあるいは複数の在留資格

についての研究はあるが，本研究は，個々のカテゴリーにおいて詳細な分析をする一方で，それらが包括的

かつ体系的な構図のなかに位置づけられ，立体的な検証となっている点が高く評価できる。

　資料面においては，既存研究や文献のほかに，法令（法律，政令，省令，告示を含む），閣議決定・閣議了承，

関係省庁の白書，統計，関連委員会や外郭団体の報告書など，政府関係資料をはぼ網羅している。また国会

議事録，各政党の委員会報告や提言，地方自治体，労使団体の調査報告書や提言など，当該政策や政治過程

を分析するために必要かつ十分な資料を駆使しながら検証を試みており，説得的に論述した力作である。

　本論文が実証しているのは，入国管理の政策が意識化と政治化によって新たな局面を展開してきたことで

ある。入国管理に関する政策領域の拡大，政策アクターの多元化，アクター間の協調－対抗関係，その調整

が，国境の希薄化と国境の顕在化を同時に経験させたとしている。テロを警戒する安全管理により安全保障

の観点から国境は顕在化し，一方，自由貿易協定はモノだけでなく人の移動の自由化圧力を高め国境の希薄

化を進展させる。今後日本が直面するであろう国際情勢の変化は，国境の希薄化と顕在化が表裏一体となっ

て進行せざるを得ない状況をさらなる圧力をもって展開させるであろう。本論文が提示した論点は，このよ

うな新たな状況においても意義をもつものと考えられ，その学術的貢献は高いものと評価できる。

　よって，著者は博士（国際政治経済学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。




